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 別紙「政府管掌年金事業等の運営の改善のための国民年金法等の一部

を改正する法律案要綱（労働保険の保険料の徴収等に関する法律の一部

改正関係）」について、貴会の意見を求める。 
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資料１ 



政
府
管
掌
年
金
事
業
等
の
運
営
の
改
善
の
た
め
の
国
民
年
金
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
要
綱

（
労
働
保
険
の
保
険
料
の
徴
収
等
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
関
係
）

第
一

延
滞
金
の
軽
減

労
働
保
険
の
保
険
料
の
徴
収
等
に
関
す
る
法
律
第
二
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
労
働
保
険
料
に
係
る
延
滞
金
の
割
合

に
つ
い
て
、
各
年
の
租
税
特
別
措
置
法
（
昭
和
三
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
第
九
十
三
条
第
二
項
に
規
定
す
る
特
例
基

準
割
合
が
年
七
・
三
パ
ー
セ
ン
ト
の
割
合
に
満
た
な
い
場
合
に
は
、
そ
の
年
中
に
お
い
て
は
、
年
十
四
・
六
パ
ー
セ
ン
ト

の
割
合
に
つ
い
て
は
当
該
特
例
基
準
割
合
に
年
七
・
三
パ
ー
セ
ン
ト
を
加
算
し
た
割
合
と
し
、
年
七
・
三
パ
ー
セ
ン
ト
の

割
合
に
つ
い
て
は
当
該
特
例
基
準
割
合
に
年
一
パ
ー
セ
ン
ト
を
加
算
し
た
割
合
（
当
該
加
算
し
た
割
合
が
年
七
・
三
パ
ー

セ
ン
ト
を
超
え
る
場
合
に
は
、
年
七
・
三
パ
ー
セ
ン
ト
の
割
合
）
と
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
附
則
第
十
二
条
関
係
）

第
二

施
行
期
日
等

一

施
行
期
日

こ
の
法
律
は
、
平
成
二
十
七
年
一
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

二

経
過
措
置

こ
の
法
律
の
施
行
に
関
し
、
必
要
な
経
過
措
置
を
定
め
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

別
紙


